
一
　
は
じ
め
に

今
回
の
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
は
、
中
国
が
実
施
を
担

当
し
、
四
年
ぶ
り
に
対
面
形
式
で
開
催
さ
れ
ま
し

た
。
日
本
か
ら
人
事
院
の
原
田
三
嘉
人
材
局
審
議

官
、
中
国
か
ら
国
家
公
務
員
局
の
陈
龙
发
（
チ
ェ

ン
・
ロ
ン
フ
ァ
）
公
務
管
理
第
一
局
長
及
び
陝
西

省
公
務
員
局
の
蔚
红
耀
（
ウ
ェ
イ
・
ホ
ン
ヤ
オ
）

局
長
、
韓
国
か
ら
人
事
革
新
処
の
朴
勇
洙
（
パ
ク

・
ユ
ン
ス
）
企
画
調
整
官
が
発
表
を
行
い
ま
し
た
。

二
　
三
国
の
発
表
の
概
要

（
日
本
）

日
本
の
公
務
員
は
、
日
本
国
憲
法
の
中
で
「
全

体
の
奉
仕
者
」
と
し
て
位
置
づ
け
ら
れ
て
お
り
、

国
民
全
体
に
対
し
て
奉
仕
す
る
こ
と
を
求
め
ら
れ

ま
す
。
そ
の
た
め
、
職
務
の
遂
行
に
当
た
っ
て
は

中
立
・
公
正
性
が
強
く
要
請
さ
れ
て
お
り
、
日
本

の
公
務
員
法
制
に
お
い
て
も
、
公
務
員
の
中
立
・

公
正
性
を
担
保
す
る
こ
と
が
強
く
意
識
さ
れ
て
い

ま
す
。

日
本
の
国
家
公
務
員
は
、「
一
般
職
」
と
「
特

別
職
」
に
分
か
れ
て
お
り
、
そ
れ
ぞ
れ
が
更
に
各

種
の
国
家
公
務
員
に
分
か
れ
て
い
ま
す
。
日
本
で

は
、
こ
の
各
種
の
国
家
公
務
員
に
そ
れ
ぞ
れ
適
応

し
た
法
体
系
が
適
用
さ
れ
て
い
ま
す
。
一
般
職
の

国
家
公
務
員
制
度
に
関
す
る
基
本
的
な
法
律
で
あ

る
国
家
公
務
員
法
は
、
公
務
の
「
民
主
的
」・「
能
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率
的
」
な
運
営
を
国
民
に
保
障
す
る
こ
と
が
定
め

ら
れ
て
い
ま
す
。
こ
れ
に
加
え
て
、
個
別
の
人
事

行
政
分
野
に
つ
い
て
具
体
的
に
定
め
る
、「
国
家

公
務
員
倫
理
法
」
な
ど
の
各
種
の
法
律
が
整
備
さ

れ
て
い
ま
す
。そ
し
て
こ
れ
ら
の
法
律
に
基
づ
き
、

人
事
院
は
、自
ら
が
担
当
す
る
分
野
に
お
い
て
は
、

人
事
院
規
則
を
制
定
又
は
改
廃
す
る
こ
と
が
で
き

る
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

人
事
院
の
果
た
す
役
割
と
し
て
、
例
え
ば
「
給

与
勧
告
」
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。
こ
れ
は
、
国
家
公

務
員
は
労
働
基
本
権
が
制
約

さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
人

事
院
が
そ
の
代
償
措
置
と
し

て
行
う
も
の
で
す
。

現
在
の
取
組
と
し
て
は
、

人
事
院
が
二
〇
二
三
年
九
月

に
立
ち
上
げ
た
「
人
事
行
政

諮
問
会
議
」
と
い
う
有
識
者

会
議
に
お
い
て
、
こ
れ
か
ら
の
時
代
に
即
し
た
人
事

行
政
と
公
務
員
人
事
管
理
制
度
の
あ
り
方
に
つ
い

て
、課
題
横
断
的
に
議
論
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

（
中
国
）

中
国
で
は
、
国
家
公
務
員
暫
定
条
例
の
公
布
な

ど
を
経
て
、
一
九
九
八
年
末
、
公
務
員
制
度
の
導

入
が
ほ
ぼ
完
了
し
ま
し
た
。
公
務
員
法
は
、
二
〇

〇
五
年
に
制
定
、
二
〇
一
八
年
に
改
正
さ
れ
ま
し

人事行政報告

原田人材局審議官
2024  4月号　人事院月報 26

人事院896_026_027_人事行政_cs6.indd   26 2024/03/22   10:58



た
。
ま
た
、
憲
法
で
国
家
公

務
員
の
管
理
に
つ
い
て
原
則

的
に
規
定
し
て
い
ま
す
。

中
国
と
他
国
の
公
務
員
制

度
の
根
本
的
な
違
い
は
、
政

務
官
と
事
務
官
を
区
別
せ

ず
、
公
務
員
の
政
治
的
中
立

を
禁
止
す
る
点
に
あ
り
ま

す
。中
国
の
公
務
員
は
政
治
的
属
性
を
求
め
ら
れ
、

公
務
員
の
採
用
や
評
価
に
当
た
っ
て
は
政
治
能
力

に
関
す
る
評
価
・
考
察
が
重
要
視
さ
れ
ま
す
。

ま
た
、
中
国
の
公
務
員
制
度
の
特
徴
と
し
て
、

公
務
員
の
定
義
が
広
範
で
あ
る
点
や
、
採
用
の
リ

ソ
ー
ス
が
多
様
で
あ
る
点
、
監
督
・
制
約
と
イ
ン

セ
ン
テ
ィ
ブ
の
両
方
を
重
ん
じ
る
点
が
挙
げ
ら
れ

ま
す
。

公
務
員
法
の
効
果
的
な
実
施
の
た
め
、
記
者
会

見
やW

eC
hat

を
活
用
し
た
広
報
、
公
務
員
法

の
理
論
学
習
の
強
化
及
び
政
府
機
関
へ
の
抜
き
打

ち
検
査
な
ど
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

（
中
国 

陝
西
省
）

公
務
員
法
と
密
接
に
関
連
す
る
地
方
規
範
文
書

の
改
正
や
、
法
令
の
学
習
機
会
の
提
供
な
ど
に
取

り
組
ん
で
い
ま
す
。
清
廉
潔
白
な
公
務
員
チ
ー
ム

の
構
築
に
努
め
る
た
め
、
採
用
チ
ャ
ネ
ル
の
多
様

化
や
研
修
を
通
し
た
職
務
遂
行
能
力
の
向
上
と

い
っ
た
取
組
を
進
め
て
い
ま
す
。

（
韓
国
） 

人
事
革
新
処
は
二
〇
二
四
年
に
創
立
一
〇
周
年

を
迎
え
ま
す
。
憲
法
第
七
条
に
公
務
員
は
国
民
全

体
の
奉
仕
者
で
あ
る
と
定
め
ら
れ
て
お
り
、
二
五

条
、
三
三
条
、
七
八
条
に
公
務

員
関
連
規
定
が
あ
り
ま
す
。
国

家
公
務
員
法
は
一
九
四
九
年
に

制
定
さ
れ
て
以
来
、
今
ま
で
八

六
回
改
正
さ
れ
て
お
り
、
八
つ

の
義
務
、
四
つ
の
禁
止
を
規
定

し
て
い
ま
す
。

最
近
の
取
組
と
し
て
は
、
公

務
員
の
権
利
保
護
の
た
め
の
法
律
整
備
、
ピ
ア
レ

ビ
ュ
ー
（
同
僚
間
の
相
互
評
価
）
の
導
入
を
始
め

と
す
る
業
績
評
価
シ
ス
テ
ム
の
改
善
、
Ｄ
Ｘ
ニ
ー

ズ
に
応
え
る
た
め
の
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
職
務
の
創
設

な
ど
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

ま
た
、「
国
益
を
実
現
す
る
、
国
民
と
と
も
に

あ
る
公
務
員
」
と
い
う
ビ
ジ
ョ
ン
の
下
、
次
の
こ

と
に
取
り
組
み
ま
す
。

・
国
家
的
な
懸
案
で
あ
る
少
子
化
解
決
の
た
め
の

人
事
行
政

・
政
府
生
産
性
の
向
上
の
た
め
の
要
件
、
基
盤
構
成

・
現
場
や
若
手
公
務
員
の
声
を
反
映
し
た
政
策

・
国
民
の
生
活
の
質
を
上
げ
る
ク
リ
エ
イ
テ
ィ
ブ

な
公
務
員
の
育
成

新
た
な
戦
略
の
促
進
、ビ
ジ
ョ
ン
達
成
の
た
め
、

法
制
度
の
革
新
が
重
要
で
あ
る
と
考
え
て
い
ま
す
。

三
　
質
疑
応
答

日
本
の
発
表
に
対
し
、
公
務
員
の
報
酬
の
社
会

全
体
か
ら
見
た
水
準
や
、
国
家
公
務
員
の
数
が
約

二
〇
年
間
で
一
〇
〇
万
人
近
く
減
少
し
て
い
る
理

由
な
ど
に
つ
い
て
質
問
が
あ
り
ま
し
た
。
ま
た
、

中
国
の
発
表
に
対
し
て
、
国
有
企
業
等
か
ら
公
務

員
に
任
用
さ
れ
た
者
の
取
扱
い
に
関
す
る
質
問
が

あ
っ
た
ほ
か
、
韓
国
の
発
表
に
対
し
て
、
人
事
評

価
の
相
互
評
価
の
具
体
的
な
実
施
方
法
に
関
す
る

質
問
が
な
さ
れ
る
な
ど
、
活
発
な
議
論
が
行
わ
れ

ま
し
た
。

四
　
お
わ
り
に

発
表
や
意
見
交
換
を
通
じ
て
、
そ
れ
ぞ
れ
の
国

の
制
度
や
そ
の
背
景
に
つ
い
て
理
解
を
深
め
る
こ

と
が
で
き
ま
し
た
。
各
国
が
抱
え
る
課
題
の
解
決

に
向
け
、
法
制
度
に
基
づ
い
た
、
ま
た
法
制
度
の

整
備
等
を
見
据
え
た
独
自
の
取
組
が
進
め
ら
れ
て

お
り
、
互
い
に
参
考
と
な
る
も
の
で
あ
っ
た
と
考

え
ま
す
。

本
事
業
に
お
い
て
は
、
今
後
も
、
三
国
に
共
通

す
る
人
事
行
政
の
課
題
に
関
し
積
極
的
な
意
見
交

換
を
行
っ
て
い
く
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

パク企画調整官

チェン公務管理第一局長
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